コウソク ト セイトチョウカイキテイ ノ ヘンセン by 伊藤 康明 & Yasuaki ITO
校則と生徒懲戒規程の変遷
伊藤 康明
Changes of school regulations and reprimand rules
Yasuaki Ito
The Notice given in 2008 by the Ministry of Education, Culture, Sports, Science and
Technology required each school to re-examine school regulations and to interpret and
apply school disciplinary rules properly.
This paper reports how school disciplinary rules have changed and the present
conditions of them as a result of our research mainly according to the data from the
Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology, and also reports some
examples of them in a few senior high schools and universities.
はじめに
改正教育基本法では、教育の目標の一つとして「生命を尊ぶ」こと、教育の目標を達成する
ため、学校においては「教育を受ける者が学校生活を営む上で必要な規律を重んずる」ことが
明記された。校則はどの学校にも定められており、その学校の経営の基本を示している。また、
学校における懲戒は、制裁としての性質を持つが、教育目的を達成するために行われるもので
ある。これが、従来はともすれば、過去の経験に基づき曖昧なままで指導が行われてきた嫌い
があり、保護者の理解が得にくい状況がある。本稿は、これらの取組について文部科学省の資
料を中心にまとめたものである。
１．校則
１・１．校則の意義
校則といえば、児童生徒を管理するためのものと捉えられ、何かと批判の的とされがちであ
るが、本来、校則は、児童生徒が健全な学校生活を営み、より良く成長発達していくための行
動の指針として定められているものである。学校が集団生活の場であること、児童生徒が心身
の発達の過程にあること等から、学校には一定のきまりが必要であり、校則を定めて、それに
関する指導を行うことは、教育活動の一環であり、極めて重要なことである。校則はそれぞれ
の学校が、教育目標や方針、地域の実態、保護者の考え、児童生徒の実態等に応じて、適切に
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定めなければならない。
１・２．校則の法的根拠
従来は、国公立学校では、学校という「公の施設」の利用関係に基づく「特別権力関係」と
して、私立学校では私法上の附合契約に基づく「契約関係」として理解されてきた。しかし、
近年では、学校は一般市民社会の中にあってこれとは別個の「自律的な法規範を有する特殊な
部分社会」であるとする概念(｢部分社会論｣)を根拠として、国公私立学校を通じて一元的に説
明するようになってきた。( 国立富山大学単位不認定事件昭 52・3・15 最高裁 )これによれば、
国公私立を問わず、学校は児童生徒の教育を目的とする教育施設であって、その設置目的を達
成するために必要な事項については、法令に格別の規程がない場合でも、校則等によりこれを
規定し、実施することができる自律的、包括的な権能を有することになる。このことから、学
校の児童生徒の在学関係は特別な法律関係にあり、学校は教育目的を達成するために必要かつ
合理的な範囲内において校則を制定し、児童生徒の行動等に一定の制限を加えることができる
と解されている。
１・３．校則の見直し
校則の指導に当たっては、教師が一方的な指導を行うのではなく、個に応じた適切な指導が
必要であり、児童生徒の内面的な自覚を促し、自主的に守るような指導を行うことが大切とな
る。このことから、学校においては、絶えず校則の内容や指導の在り方について見直しを行う
ことが求められている。
全日本中学校長会ならびに全国高等学校長協会は、文部省から平成２年度の委託研究として
「日常の生徒指導の在り方に関する調査研究」を実施し、調査結果をもとに分析、考察を行っ
た。提言を含めて、その概要は以下のようであった。
① 校長の自校の校則に対する意識：全体としては自校の校則の内容を概ね「平均的」と受け
止めており、厳しいという捉え方は少なくなっている。また、その指導も柔軟と受け止め
られている。このような結果は、既に各学校でかなりの見直し状況が見られることの反映
と見られるが、「平均的」「柔軟」という状況認識が実際に行われている状況と合致してい
るかどうか継続して検証していく必要があろう。
② 各学校における校則の見直し状況：全体として「見直し中」も含めると７割以上の学校で
取り組まれており、かなりの見直し状況となっている。見直しを行った学校の割合は、中
学校の方が高等学校よりも高くなっている。
③ 改訂された校則の内容：見直しの結果改訂された校則の内容は、全体として「服装」「校外
生活」「校内生活」「頭髪」の順にその割合が高くなっている。中・高とも「服装」の割合
が高いが、中学校では服装以外の各項目についての見直し取組の割合がそれぞれ高いこと、
及び高等学校では「頭髪」見直しの割合が第２番目になっていることが注目される。この
ような状況は現在の校則問題の状況を反映しているということができよう。
④ 校則見直しの手続きと見直しの結果：校則見直しの手続きとしては、中・高とも「職員会
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議での話し合い」及び「生徒指導を担当する教師の話し合い」が多い。しかし中学校では
「生徒に学級、ホームルーム、生徒会等で討議させる」「PTA 等保護者との話し合い」が高
等学校よりも高い割合を占めていることが注目される。校則の見直しをどのように評価し
ているかをみると、中・高とも「生徒が校則を主体的に守るようになった(なるだろう)」「保
護者の理解が得られるようになった(なるだろう)」「教職員間の共通理解が図られるように
なった(なるだろう)」等見直しを評価する割合が高くなっており、校則見直しが積極的に
受け止められている状況がみられる。校則見直しが教育指導の在り方として望ましい結果
をもたらしているということがいえよう。
⑤ 生徒指導方針に関する保護者との話し合い、周知状況：生徒指導方針に関する話し合いの
状況をみると、ほとんどの学校で話し合いの機会をもっているとしており、その機会とし
ては「入学時の保護者説明会や学級懇談会等」が多く、「その他」の中では「家庭訪問」が
多い。また、学校と保護者間の共通理解を得る方法をみると、学校の方針は、学校・学級
だよりや父母懇談会の場を通じ、周知されている。調査結果からは、学校としてかなり努
力している状況がみられるが、こうした学校の働きかけが真に効果を上げていくためには、
保護者との間の信頼関係を確立し、学校を開かれたものにしていくことが大切であると考
える。
調査は、以上である。この報告書が広く活用され、それぞれの学校における生徒指導の改善
と充実に役立つことを希望するものであると結んでいる。
２．懲戒
２・１．児童生徒の懲戒
学校教育法第 11 条は「校長及び教員は、教育上必要があると認めるときは、文部科学大臣の
定めるところにより、学生、生徒及び児童に懲戒を加えることができる。ただし、体罰を加え
ることはできない」と規定している。そして、文部科学大臣の定めとして、学校教育法施行規
則第 13 条では、①児童生徒等の心身の発達に応じる等教育上必要な配慮、②退学・停学・訓告
の処分は校長が行うこと、③退学処分が可能となる条件、④停学は学齢児童生徒には行えない、
以上の４項を定めている。懲戒には、児童生徒の地位や権利に変動をもたらす「退学」「停学」
と、日常の教育活動に見られる叱責などの法的効果を伴わない事実行為としての懲戒があるが、
法的効果を伴う退学・停学・訓告の処分は校長が行う。また、義務教育を保障する観点から、
公立の義務教育諸学校の児童生徒に対しては、退学・停学は認められていない。その他の学校
においても、退学の処分事由は限定されている。
２・２．出席停止制度
この制度は、本人に対する懲戒という観点からではなく、学校の秩序を維持し、他の児童生
徒の義務教育を受ける権利を保障するという観点から設けられたものである。運用に当たって
は、他の児童生徒の安全や教育を受ける権利を保障すると同時に、出席停止の期間において当
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該児童生徒に対する学習の支援等教育上必要な措置を講ずることが必要である。運用等につい
ては、「出席停止制度の運用の在り方について」（平成 13 年 11 月６日付け文部科学省初等中等
教育局長通知）が出されているが、出席停止の適用に当たっては、「性行不良」であること、「他
の児童生徒の教育に妨げがある」と認められることの二つが基本的な要件となっている。法律
上の要件を明確化する観点から、「性行不良」に関して、以下の４つの行為類型を掲げている。
①他の児童生徒に傷害、心身の苦痛又は財産上の損失を与える行為、②職員に傷害又は心身の
苦痛を与える行為、③施設又は設備を損壊する行為、④授業その他の教育活動の実施を妨げる
行為、これらを「一又は二以上を繰り返し行う」ことを規定している。
２・３．懲戒権の限界及び体罰の禁止
体罰がどのような行為なのか、児童生徒への懲戒がどの程度まで認められるかについては、
機械的に判定することが困難である。懲戒権の限界及び体罰の禁止については、これまで「児
童懲戒権の限界について」（昭和 23 年 12 月 22 日付け 法務庁法務調査意見長官回答）等が過
去に示されており、教育委員会や学校でも、これらを参考として指導を行ってきた。しかし、
児童生徒の問題行動は学校のみならず社会問題となっており、学校がこうした問題行動に適切
に対応し、生徒指導の一層の充実を図ることができるよう、文部科学省は、懲戒及び体罰に関
する裁判例の動向等も踏まえ、平成 19 年、「学校教育法第 11 条に規定する児童生徒の懲戒・
体罰に関する考え方」を取りまとめ、解釈・運用については、今後、この「考え方」によるこ
ととした。（平成 19 年 2 月 5 日付け 初等中等教育局長通知）
この通知では、児童生徒を教室外に退去させる等の措置についても、「児童生徒が学習を怠り、
喧騒その他の行為により他の児童生徒の学習を妨げるような場合には、他の児童生徒の学習上
の妨害を排除し教室内の秩序を維持するため、必要な間、やむを得ず教室外に退去させること
は懲戒に当たらず、教育上必要な措置として差し支えない」等、具体的に説明している。
また、近年、急速に普及している携帯電話を、学校に持ち込み、授業中にメール等を行い、
学校の教育活動全体に悪影響を及ぼすような場合、保護者等と連携を図り、一時的にこれを預
かり置くことは、教育上必要な措置として差し支えないとしている。
２・４．高等学校の生徒懲戒規程
三重県では「三重県立学校学則の基準に関する規則」第 34 条において（懲戒）を、第 35 条
において（懲戒による退学）を規定している。各学校は、この規則に基づいて学則を定め、詳
細な懲戒内規を持ち、生徒指導の拠り所としている。各県も同じ状況と思われるが、具体例と
して、沖縄県立久米島高等学校の「生徒指導に関する内規」が公開されている。
内容を見ると、第１章が生徒心得、第２章が遅刻、欠課、欠席、校外外出の指導に関する規
程、第３章は自動車等免許取得に関する規程、第４章が原付通学に関する規程、第５章が生徒
懲戒規程、第６章が生徒集会及び校外行事に関する規程、第７章が生徒の研修、キャンプ、合
宿、アルバイトに関する規程、第８章が部活動に関する規程となっている。第５章生徒懲戒規
程では、第１条（趣旨）から始まって第 10 条（懲戒等の指導方法）に至るまで、問題行動と指
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導措置について具体例を挙げて詳細に規定しているが、ここまでの内容を公開している高等学
校は少ない。
広島県教育委員会は、生徒指導資料として、「高等学校における問題行動への対応について」
（平成 16 年 10 月）を公開している。従来は、生徒が起こした問題行動で、ほとんどの場合、
正式な処分によることなく、停学については家庭反省、退学については自主退学等といった措
置が取られる傾向があった。このことから、懲戒と措置の区分をはっきりさせ、特別な指導（家
庭反省指導・学校反省指導）や自主退学勧告等の問題について、不適切な対応を未然に防止す
るためのモデルを示したものである。家庭反省指導は、保護者の理解を得て、一定期間家庭に
おいて反省させる指導であるが、学校の説明不足等から、生徒・保護者にとって、これらの措
置が強制と受け取られ、事実上の停学となっている場合があると指摘している。また、家庭反
省でも懲戒でもなく、指導を行わず自宅に居させるだけの「家庭待機」と呼ばれる措置を命ず
ることはできないこと、また、校長が行い、生徒にとって期間中、教育を受けられなくなる懲
戒処分である停学とを明確に区分している。そして、特別な指導に係る生徒指導要録上の取り
扱い、基本的な考え方、実施するための留意点、手順・対応モデルを示している。
同資料の自主退学に係る基本的な考え方としては、① 高等学校における自主退学には規程
があり、「生徒が、休学又は退学をしようとするときは、校長の許可を受けなければならない。」
（学校教育法施行規則第 94 条）とされている。自主退学は、当該生徒及び保護者が提出した「退
学願」を受けて、校長が許可するものである。② 自主退学は、本来自主的な意思表示に基づく
ものであり、その勧告が、生徒・保護者に対して「退学願」の提出を強制することになっては
ならない。③ 学校教育法施行規則第 26 条・広島県立高等学校学則第 29 条の懲戒による退学処
分に相当するとして自主退学を勧告する場合も、その事由を示し、当該生徒の将来を配慮する
ための勧告である旨の説明をする等慎重な対応が求められるとしている。他に、懲戒による停
学・退学に係る基本的考え方、問題行動に係る自主退学勧告、懲戒による停学・退学の前に必
要な生徒指導上の留意点、自主退学勧告、懲戒による停学・退学の手順・対応等モデルを具体
的かつ詳細に示している。留意すべきは、問題行動を起こした生徒について、個別に慎重に検
討し、問題行動に係る「弁明する機会を与える」ための場を設定したり、自主退学勧告や懲戒
を行う以前に反省の機会を与えたり、特別な指導を徹底する等段階的な教育指導を試みること、
「家庭待機」等と呼ばれる指導・措置・処分を保留した期間を作らないこと、日付のない退学
願を提出させる等安易な対応を行わないこと等の指摘がある。
２・５．高等学校生徒への懲戒の適切な運用について
高等学校における生徒への懲戒については、その内容及び運用に関して、社会通念上の妥当
性の確保を図ることが求められており、文部科学省は、「高等学校における生徒への懲戒の適切
な運用について」（平成 20 年 3 月 10 日付け文部科学省初等中等教育局児童生徒課長通知）に
おいて、その適切な運用を図るよう通知し、公立高等学校を対象に運用の実態について調査し
た。以下は、「高等学校における生徒への懲戒の適切な運用について」（平成 20 年 3 月 10 日付
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け通知）において示された方針と、それに対応する取組状況についての調査結果の取りまとめ
である。
生徒への懲戒に関する内容及び運用に関する基準について、あらかじめ明確化すること。
・学校教育法及び学校教育法施行規則に基づく処分の他、事実行為としての懲戒を行うことを
定めている学校は約 82％であった。また、事実行為として行う懲戒として定めている項目とし
ては、校長による説諭等（約 90％）、学校内謹慎、別室指導（約 81％）、期限を定めないで行
う自宅謹慎（約 44％）等が多かった（複数回答可）。
・平成 21 年 7 月末現在の時点において、生徒への懲戒（事実行為としての懲戒を含む。）に関
する基準を定めていない学校は約 12％であった。基準を定めていない学校において、平成 21
年度中に基準を定める予定があるかという設問に対しては、約 96％が現時点において未定か、
その予定はないと回答した。その理由としては、「状況に応じた対応を優先する」「前例を参考
にする」「一律の基準の設定、明文化が困難」等の回答があった。
・上記の回答からは、基準を定めない意図として、事案ごとの背景の違いを考慮し、懲戒が形
式的、機械的処置となることを防ぐことが考えられる。しかし、処分の客観性や統一的処理を
確保し、公平さを保つ上では、懲戒の基準は明確でなければならない。
懲戒に関する内容及び運用に関する基準について、生徒や保護者等に周知することを徹底す
ること。
・懲戒に関する基準を生徒や保護者に対して周知していない学校は約 35％であった。周知して
いない学校において、平成 21 年度中に周知する予定があるかという設問に対しては、約 98％
が現時点において未定かその予定はないと回答した。その理由としては、「基準の周知によって
指導の柔軟性を欠く恐れがある」「個々に説明している」「教育効果の観点から周知しない方が
良い」等の回答があった。
・基準の明確化とともに、それを周知することは、指導の透明性を高め、生徒の規範意識の育
成し、家庭の協力を得ることにつながるという認識を持つ必要がある。
懲戒に関する基準等の適用及び具体的指導について、その運用の状況や効果等について、絶
えず点検・評価を行うよう努めること。また、必要な場合には、その見直しについても適宜検
討すること。
•生徒への懲戒に関する基準を定めている学校において、基準の内容や運用について、運用
の状況や効果等について点検・評価を行うとともに、必要に応じて見直しを検討することに努
めている学校は約 98％であった。
懲戒に関する基準等に基づく懲戒・指導等の実施に当たっては、その必要性を判断の上、十
分な事実関係の調査、保護者を含めた必要な連絡や指導等、適正な手続きを経るよう努めるこ
と。
・生徒への懲戒に関する基準を定めている学校において、基準に基づく懲戒・指導等の実施に
当たっては、事実関係の調査や保護者を含めた必要な連絡や指導等、適正な手続きを経るよう
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努めている学校は 100％であった。
以上の調査結果のとおり、取組の不十分な状況が見られることから、高等学校における取組
について、適切な運用を具体的かつ迅速に行うよう求めている。
２・６．学生懲戒規程
近年、大学においても、懲戒規程を整備しホームページで公開するところが増えてきた。身
近なところで「三重大学における学生の懲戒に関する指針」（平成 17 年 11 月 16 日）を見る。
先ず、①目的、②懲戒処分の対象：犯罪行為、ハラスメント等人権侵害、不正行為、論文作成
における倫理違反、ネットワーク不正使用等の情報倫理違反、業務妨害、規則違反を挙げてい
る。③懲戒処分の種類：戒告、停学、放学がある。④懲戒処分の対象となる事件事故：懲戒の
目安、悪質性の判断、重大性の判断、懲戒の具体例と詳しい。⑤懲戒の手続き：事実関係の調
査から当該学生の意義申し立てに至るまで述べるとともに、分かりやすいフローチャートが添
付されている。⑥懲戒処分の執行等：停学処分の種類や期限、処分の解除、謹慎、自主退学、
不正行為を行った場合の単位不認定、停学中の学生指導についての規程⑦懲戒処分に関する情
報の非公開：非公開の原則と成績証明書への記載の禁止を規定。以上に加えて、学生の懲戒処
分申請書、懲戒処分説明書、懲戒処分書、学生の停学処分解除申請書、停学処分解除通知書の
様式を定めている。
私学の例として「追手門学院大学学生懲戒処分規程」（平成 21 年年 2 月 23 日制定）を見る。
①趣旨、②定義、③懲戒事由：規則命令違反、犯罪行為、人権侵害、著しい社会秩序逸脱行為
を挙げている。④懲戒処分の種類：戒告、停学、退学がある。⑤戒告、⑥停学、⑦退学、⑧謹
慎の処置：懲戒処分の決定前に 2 か月を超えない限度で自宅謹慎を命じることができることを
規定。⑨懲戒処分手続き：事実確認から処分内容の提案に至るまでを規定。⑩逮捕・拘留され
た場合等の処分手続き：迅速な処分が必要な場合は事情聴取の手続きを経ずに、懲戒処分手続
きを進めることができる旨の規定。⑪不服申立手続：不服申立と不服審査委員会について規定。
⑫懲戒処分の通知及び告示、⑬停学処分の解除、⑭守秘義務：懲戒処分に関与した者の義務に
ついて規定。⑮事務の所管、⑯補則、⑰規程の改廃と定めている。
他にも、多くの大学がホームページ上で懲戒規程を公開しているが、よく似たものも多くあ
る。後で作るほど参考例が多いので、よく整備されているように感じる。「鳴門教育大学学生懲
戒規程」（平成 23 年 10 月 13 日）、「奈良教育大学学生懲戒規則」（平成 23 年 1 月 21 日）等は懲
戒処分標準例として、非違行為の種類と懲戒処分の標準例を具体的な表で示している。また、
懲戒処分の学内掲示用の告示様式も定めている。
「東京大学学生懲戒処分規程」（平成 16 年 10 月 26 日）では、第 12 条に、懲戒処分案の公平
性と透明性を高めるための 11 名で構成される参考人団の規程があり、その中には学生 5 人も含
まれる。そして第 13 条で、参考人団による評決について規定している。また、懲戒処分規程の
他に「学生懲戒処分規程の実施にあたっての申合せ」があり、教育と研究の具体的なあり方に
部局による差異がある以上、学生の処分に関しても、部局ごとに判断基準が異なることは容認
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せざるをえないと述べている。「逮捕・拘留された学生の処分に関する指針」もあり、6 項目に
わたり詳しく規定している。「学生参考人に関する細則」では、先に触れた学生懲戒処分規程第
12 条に規定する「学生参考人」及び「学生団員」の選出から待遇まで詳しく規定している。「セ
クシュアル・ハラストメントを理由とする学生の懲戒処分についての了解事項」（平成 14 年 4
月 16 日）も別途あり、このことに関しては学生懲戒処分規程において、本了解事項によると規
定している。以上、東京大学の組織ならではと納得させられる。
「鹿児島大学学生懲戒規則」（平成 19 年 3 月 27 日）では、別途「懲戒処分等に関する申合せ」
で懲戒処分等の指針を示しているが、この中で、一気飲みを強制した場合の規程もある。
おわりに
どの学校も生徒・地域の実態に応じて、校則や懲戒規程を定めているが、きまりを作り、違
反者に罰を加える以上、その教育上の必要性が、誰に対しても説明できるものでなくてはなら
ない。大学のユニバーサル化が進み、高校生と意識があまり変わらない学生もいると聞く。大
学においても、規範意識の醸成のため、問題行動に関するきまりや対応の基準を明確化し、そ
れを保護者や地域住民に公表し、理解と協力を得るよう努める必要があろう。参考までに、学
生懲戒規程を整備している大学を例示したが、大学と高等学校とを比較すると、大学において
は、不服申し立てについての規程が明確であり、処分の評定に学生を加えている大学もある。
高等学校においても「児童の権利に関する条約」から、当該生徒等に事情や意見をよく聴く機
会を持つ等、個々の状況に十分留意する必要がある。また、自主退学に関しては、大学では懲
戒処分の決定前には、申し出を受理しないと規定しているところが多い。さらに、懲戒処分を
行った場合は、学内の告示を行っているところが、高等学校と大きく異なっている。
参考文献
文部科学省、1991.4、校則見直し状況の調査結果について、文部科学省 HP
文部科学省、2001.11、出席停止制度運用の在り方について、文部科学省 HP
文部科学省、2007.2、問題行動を起こす児童生徒に対する指導について、文部科学省 HP
文部科学省、2010.2、高等学校における生徒への懲戒の適切な運用についての調査結果につい
て、文部科学省 HP
沖縄県立久米島高等学校、2011.12、生徒指導に関する内規、沖縄県立久米島高等学校 HP
下村哲夫、1996.2、Ｑ＆Ａ生徒指導の法律知識、文教書院
広島県教育委員会、2004.10、高等学校における問題行動への対応について、広島県教委 HP
広島県立教育センター、2002.9、「校則」について、広島県立教育センターHP
三重大学、2005.11、三重大学における学生の懲戒に関する指針、三重大学 HP
追手門学院大学、2009.2、追手門学院大学学生懲戒処分規程、追手門学院大学 HP
東京大学、2004.10、東京大学学生懲戒処分規程、東京大学 HP
- 44 -
